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○住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例施行規則 

平成30年３月９日規則第５号 

改正 

平成30年６月14日規則第40号 

住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例施行規則をここに公布する。 

住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例（平成30年兵庫県条

例第５号。以下「条例」という。）の施行に関して必要な事項を定めるものとする。 

（規則で定める住宅宿泊事業の実施を制限する区域及び期間） 

第２条 条例第２条第１項第７号に規定する規則で定める区域は、別表の左欄に掲げる区

域とし、同号に規定する規則で定める期間は、同欄に掲げる区域の区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める期間とする。 

（申出を行う市町長が講ずべき措置） 

第３条 市町長は、条例第２条第３項の規定による申出をしようとするときは、当該申出

に係る区域に存する自治会（町又は字の区域その他市町内の一定の区域に住所を有する

者の地縁に基づいて形成された団体をいう。以下同じ。）及び当該申出に係る区域が同

条第１項第１号に掲げる区域であるときにあっては同号に規定する施設の設置者その

他の関係者の意見を聴くものとする。 

２ 市町長は、条例第２条第３項の規定による申出をしようとするときは、当該申出に係

る区域内に住宅宿泊事業（住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号。以下「法」という。）

第２条第３項に規定する住宅宿泊事業をいう。以下同じ。）の用に供することができる

住宅（同条第１項に規定する住宅をいう。以下同じ。）が存することを確認するものと

する。 

（宿泊者の衛生の確保等に関する基準） 

第４条 条例第３条第２項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 旅館業に係る施設の構造設備の基準等を定める規則（昭和39年兵庫県規則第70号）

別表第４の２から11までの措置を講ずること。 

(２) 浴槽については、汚れ及びぬめりが生じないよう定期的に洗浄を行うこと。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、住宅宿泊事業の用に供する設備及び備品を清潔に保
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つこと。 

(４) 対面により、又はテレビ電話その他の映像と音声の送受信により宿泊者の状態を

認識しながら通話をすることができる方法であって対面による方法と同等の効果を有

するものにより、宿泊者全員の本人確認を行うこと。 

(５) 届出住宅（法第２条第５項に規定する届出住宅をいう。以下同じ。）に係る住宅

宿泊管理業務（同項に規定する住宅宿泊管理業務をいう。以下同じ。）を住宅宿泊管

理業者（同条第７項に規定する住宅宿泊管理業者をいう。以下同じ。）が行うときは、

住宅宿泊管理業者又は住宅宿泊管理業者の使用人その他の従業者で住宅宿泊管理業務

に従事する者が当該届出住宅におおむね25分以内に到着することができる体制が確保

されていること。 

（周辺住民等） 

第５条 条例第４条第１項に規定する規則で定める周辺住民その他の関係者は、地元自治

会（住宅宿泊事業を営もうとする住宅（以下「事業予定住宅」という。）の所在地を含

む町又は字の区域に存する自治会をいう。）に所属する住民（事業予定住宅がある建物

が２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号。以下「区

分所有法」という。）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。以下同じ。）が存す

る建物で人の居住の用に供する専有部分（同条第３項に規定する専有部分をいう。以下

同じ。）のあるものである場合にあっては、当該建物の区分所有者）とする。 

（周知の方法） 

第６条 条例第４条第１項に規定する規則で定める措置は、同項の規定による説明会を開

催する前に、当該説明会を開催する日時及び場所のほか、次に掲げる事項を記載した書

面を同項に規定する周辺住民等に配布することとする。 

(１) 住宅宿泊事業を営もうとする者の商号、名称又は氏名、住所及び連絡先並びに法

人である場合にあっては、代表者の氏名 

(２) 住宅宿泊事業を営もうとする者が未成年者である場合においては、その法定代理

人の氏名、住所及び連絡先（法定代理人が法人である場合にあっては、その商号又は

名称、住所、連絡先及び代表者の氏名） 

(３) 事業予定住宅の所在地 

(４) 住宅宿泊事業を営もうとする者が営業所又は事務所を設ける場合においては、そ

の名称、所在地及び連絡先 
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(５) 事業予定住宅に係る住宅宿泊管理業務を住宅宿泊管理業者が行う場合において

は、当該住宅宿泊管理業者の商号、名称又は氏名、住所、連絡先及び登録番号、法人

である場合にあっては代表者の氏名並びに当該住宅宿泊管理業務に係る従たる事務所

又は営業所がある場合にあっては当該事務所又は営業所の所在地及び連絡先 

(６) 事業予定住宅の規模（居室、宿泊室及び宿泊者の使用に供する部分（宿泊室を除

く。）のそれぞれの床面積をいう。） 

(７) 非常用照明器具の設置、避難経路の表示その他の災害が発生した場合における措

置の内容 

(８) 周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関する措置の内容 

(９) 事業開始予定日 

(10) 事業予定住宅の所在地を含む区域について、住宅宿泊事業を実施してはならない

期間が定められている場合においては、当該期間 

（届出書に添付すべき書類） 

第７条 条例第５条に規定する条例第４条第１項の規定により開催した説明会の内容及

び同項の規定により行った措置の内容を記録した書類の様式は、様式第１号のとおりと

する。 

２ 法第３条第２項の届出書に添付すべき書類は、住宅宿泊事業法施行規則（平成29年厚

生労働省・国土交通省令第２号）第４条第４項に規定する書類及び前項に規定する書類

のほか、次に掲げる書類とする。 

(１) 住宅宿泊事業に関する調書（様式第２号） 

(２) 届出住宅の敷地の周囲300メートル以内の区域の現況を明らかにした図面 

(３) 届出住宅が消防法（昭和23年法律第186号）並びにこれに基づく命令及び条例の規

定に適合することを証する書面の写し 

(４) 前条の規定により配布した書面の写し 

(５) 条例第４条第１項の規定により開催した説明会において配布した書面の写し 

(６) 届出住宅がある建物が２以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供す

る専有部分のあるものである場合においては、住宅宿泊事業を実施することについて

の管理組合（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）

第２条第３号に規定する管理組合をいう。以下同じ。）の同意書その他当該建物に係

る管理組合が住宅宿泊事業の実施を禁止する意思がないことを証する書面 
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（適正運営の確保） 

第８条 知事は、住宅宿泊事業の適正な運営を確保するため、届出住宅に係る届出番号、

届出年月日及び所在地を公表するものとする。 

第９条 県民は、宿泊者の衛生及び安全の確保並びに騒音の防止その他の周辺地域の生活

環境への悪影響の防止に関し、住宅宿泊事業が適正に運営されていないおそれがあると

認めるときは、知事に対し、その旨を申し出ることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年６月15日から施行する。ただし、第５条及び第６条の規定は公

布の日から、次項及び附則第３項並びに様式第１号及び様式第２号の規定は同年３月15

日から施行する。 

（経過措置） 

２ 条例附則第３項に規定する条例第４条第１項の規定により開催した説明会の内容及

び同項の規定により行った措置の内容を記録した書類の様式は、様式第１号とする。 

３ 条例附則第３項に規定する規則で定める書類は、第７条第２項各号に掲げる書類とす

る。 

附 則（平成30年６月14日規則第40号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年６月15日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日規則第10号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日 から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後のそれぞれの規則の規定による申請書その他の書類について

は、この規則の施行の際現に残存するこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定

（以下この項において「旧様式」という。）による用紙に限り、旧様式によることがで

きる。 
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別表（第２条関係） 

  

 区域 期間  

 １ 神鍋高原地域（豊岡市のうち、日高町太田、日

高町名色、日高町万場、日高町栗栖野、日高町山

田、日高町万劫、日高町稲葉、日高町水口及び日

高町東河内の区域をいう。） 

週末等の期間、夏期及び冬期  

 ２ 鉢伏高原地域（養父市のうち、別宮、丹戸、奈

良尾、福定及び大久保の区域をいう。） 

週末等の期間、夏期及び冬期  

 ３ 川辺郡猪名川町のうち、木津東山住宅地地区

計画、猪名川荘苑地区計画及び広根ニューハイ

ツ地区計画の区域 

４月１日から翌年３月31日までの

期間 

 

備考 この表において、「週末等の期間」、「夏期」及び「冬期」とは、それぞれ条例

第２条第１項第４号に規定する週末等の期間、夏期及び冬期をいう。 

 


